
群馬県域移動性（モビリティ）・安全性向上検討委員会

平成３０年８月２日

国土交通省 関東地方整備局 高崎河川国道事務所

群馬県 県土整備部

資料－３

【安全性向上】

第１８回



目 次

１.事故ゼロプランの経緯 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２.群馬県の事故状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３.事故ゼロプラン整備効果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

４.次回委員会について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

1

2

7

10

23



第１回委員会（平成17年11月） ◆安全性向上区間選定の考え方整理

◆安全性向上を図るべき区間案の選定
◆パブリックコメント実施計画

◆パブリックコメントの結果報告
◆安全性向上を図るべき区間決定（交通安全みえる化プラン）

◆これまでの取り組みの進捗状況
◆新データでの新たな安全性向上区間の選定

◆パブリックコメント実施計画
◆新たに安全性向上を図るべき区間決定（新・交通安全みえる化プラン）

◆パブリックコメントの結果報告
◆

【 主 な 議 題 】

第２回委員会（平成18年 3月）

第３回委員会（平成18年 6月）

第４回委員会（平成19年10月）

第５回委員会（平成19年12月）

第６回委員会（平成20年 9月）

第７回委員会（平成22年10月）

第８回委員会（平成22年12月）

◆「事故危険区間」の選定方針

◆県民アンケートの結果報告
◆「主な事故危険区間」の確定（83区間）

■本委員会の経緯

事故ゼロプラン 主な事故危険区間公表（平成22年12月）

社会資本整備重点計画
（事故危険箇所の指定と対策）

平成15～19年度

第１次社会資本整備重点計画
（群馬県：174箇所指定 H15.7）

平成20～24年度

第２次社会資本整備重点計画
（群馬県：112箇所指定 H21.3）

第１３回委員会（平成26年9月）

※第９～１２回：「移動性向上」だけの議題で開催

H20事故危険箇所選定

◆事故ゼロプランの進捗状況
◆事故危険区間の追加区間 （計68箇所）

平成24～28年度

第３次社会資本整備重点計画

（群馬県：109箇所指定 H25.7）

『群馬県事故ゼロプラン １巡目』

１．事故ゼロプランの経緯 これまでの取り組み

第１４回委員会（平成27年10月）
◆事故ゼロプランの進捗状況
◆事故ゼロプラン（1巡目）のまとめ

第15回委員会（平成28年8月）

『群馬県事故ゼロプラン ２巡目』
◆事故ゼロプラン（２巡目）のすすめ方
◆事故データを用いた抽出方法、民意の反映方法 平成27～32年度

第４次社会資本整備重点計画
（群馬県：109箇所指定 H29.1）

第16回委員会（平成29年1月）
◆事故ゼロプラン（２巡目）の事故危険区間の抽出結果
◆１巡目対策箇所の整備効果

第17回委員会（平成29年7月）
◆事故ゼロプラン（２巡目）の公表結果
◆１巡目対策箇所の整備効果

第18回委員会（平成30年8月）
◆１巡目の整備後４年経過区間の整備効果
◆２巡目の対策直後区間の短期的な整備効果 2



群馬県事故ゼロプラン

事故ゼロプラン （１巡目）

平成２２年に主な事故危険区間８３区間を公表

平成２８年までに７９区間の対策を完了（４区間事業中）

事故ゼロプラン （２巡目）

平成２９年に事故危険区間１９４区間公表

平成３２年度までに設計～対策工整備を行う

群馬県事故ゼロプランは、過去の事故データや道路利用者の声を基に、交通安全対策が
必要な区間を『事故危険区間』として選定し、優先的に対策を行っていく取り組み。この取り
組みは平成２２年に始まった。

１．事故ゼロプランの経緯 これまでの対策状況
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■事故ゼロプラン２巡目区間

１．事故ゼロプランの経緯 事故ゼロプラン２巡目区間
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事故ゼロプラン（２巡目）の委員会審議経過

第１５回委員会 （H28年８月）

事故危険区間 抽出“方法”確認 事故データ指標、地域の声（職業ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰｱﾝｹｰﾄ）による抽出

◆事故ゼロプラン（１巡目）の整備後４年経過区間の効果確認
◆事故ゼロプラン（２巡目）の対策直後区間の短期的な効果確認

本日の委員会の確認・審議事項

第１６回委員会 （H29年１月）

事故危険区間 抽出“結果”確認 事故データ指標、地域の声（職業ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰｱﾝｹｰﾄ）による抽出

事故危険区間公表（Ｈ２９年３月） １９４区間

１．事故ゼロプランの経緯 審議事項
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第１７回委員会 （H29年７月）

事故危険区間 整備“効果”確認 事故ゼロプラン(2巡目)の公表結果、1巡目対策箇所の整備効果



事故ゼロプラン（２巡目）

平成３２年度までに、以下のＰＤＣＡサイクルに則り、設計～対策を実施予定。

計画

実施

事故危険区間の選定・公表
（H29年）

対策実施
広報活動、地域連携

全体の総括
新たな事故危険区間選定の

見直し方針

進捗状況の確認
全体的な整備効果確認

計画

個別の事故危険区間

対策立案

対策実施整備効果確認

およそ５年で
１サイクル

【群馬県事故ゼロプランのすすめ方】

改善

照査

照査

改善 実施

追加対策判断

※事故ゼロプランの途中年次で、交通事故急増、公安委員会からの指摘

地域の要望などから、区間追加を検討する場合もある。

現時点

１．事故ゼロプランの経緯 事故ゼロプラン（２巡目）の実施状況
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２．群馬県の事故状況 ゼロプラン開始時から現在の動向

資料：イタルダ交通事故データ（幹線道路（国道・県道など）の死傷事故件数、死者数）

【死傷事故件数・死者数・重傷者数の変化（群馬県内全体）】

○幹線道路の死傷事故件数（イタルダデータ）の経年変化を整理した。

○死傷事故件数は減少傾向にあり、１巡目選定時（H17～H20）に比べて直近４年（H25～H28）では約２割
以上の低減である。

○死者数、重傷者数は、本委員会を開始した平成17年から減少傾向にあり、死者数は、平成28年で約６
割減少しており、事故ゼロプランの効果が着実に発現されている。

■事故ゼロプランの着実な効果が発現 ～群馬県内で発生している死傷事故件数等の推移～

直近４年の
平均死傷事故件数＝

8,389件

1巡目選定時の
平均死傷事故件数＝

11,168件
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２．群馬県の事故状況 事故類型の推移

資料：イタルダ交通事故データ（幹線道路（国道・県道など）の事故類型 ※：列車、不明は除く）

【事故類型の集計（群馬県内全体）】

○幹線道路の事故類型を整理。

○事故類型の傾向に変化はなく、依然「追突事故」が半数以上を占めている。

■追突事故が半数以上 ～群馬県内で発生している交通事故の類型～

H17～H20（群馬県） n=44,643

（一巡目選定時）

H25～H28（群馬県） n=33,554

（直近４年）

※：事故類型，事故件数，割合 ※：事故類型，事故件数，割合
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1 3

1 7

3 1

0 5 1 0 1 5 2 0 2 5 3 0 3 5

人対車両 その他

車両相互 出会い頭

車両単独 工作物衝突(防護柵)

車両相互 正面衝突(その他)

人対車両 その他横断中

２．群馬県の事故状況 死亡事故の特徴

資料：イタルダ交通事故データH25～H28（幹線道路（国道・県道など）の単路部における死亡事故の事故類型 ）

【H25～H28年の死亡事故（単路部）の事故類型ワースト５】

○単路部では、横断中の人対車両における死亡事故が最も多い。

○次いで、車両相互の「正面衝突(その他)」が多い。

■死亡事故は、歩行者の横断中と車両相互の正面衝突がワースト上位

単位：件／４年間（H25～H28）

9

※1

※1：横断歩道、横断歩道付近、横断歩道橋付近以外の道路の部分を歩行者が横断していた時に事故が発生した類型

※2：前車追越し又は追い抜き中に衝突したもの以外の類型

※3：駐車場など一般交通の用に供する道路で発生した事故、車両が道路外から道路へ進行する際に発生した事故等、人対車両のその他のいずれの類型にも該当しない類型

※2

※3

（０）

（０）

（０）

（７）

（０）
（ ）内は自転車が絡む件数



３．事故ゼロプラン整備効果

対策箇所個別に見る整備効果

ETC2.0データを用いた交通挙動の
変化で整備効果を確認

・追突事故 ：国道１７号 小八木町、千代田町１丁目

・正面衝突事故：国道１７号 みなかみ町永井

視点① 1巡目の対策箇所で効果確認 視点② ２巡目の対策箇所で効果確認

現時点(平成30年)で
対策が完了している箇所

平成28年～ 事故ゼロプラン（２巡目）

・平成29年に事故危険区間194区間を公表

・平成32年までに設計～対策工整備を行う

抽出の視点
追突事故、正面衝突事故に着目

抽出の視点
事故危険区間抽出は「過去４年間に起こった事故状
況」を分析して抽出していることを踏まえ、対策後４年
以上経過した区間について事故削減効果を検証

平成22年～ 事故ゼロプラン（１巡目）

・平成22年に主な事故危険区間83区間(国54県29)を公表

・平成28年までに79区間(国51県28)の対策を完了

・４区間事業中(国／国道17号羽場地区､上白井地区､新柳瀬北交差

点改良､県／主要地方道前橋赤城線(小暮交差点)の交差点改良)

イタルダデータを用いた
死傷事故件数の変化で整備効果を確認
・平成2４年までに対策を完了した31区間(国17県14)

○対策後４年以上経過している箇所は、対策後のイタルダデータにて効果を確認

○近年対策を実施した箇所は、対策後の事故データ取得に時間を要すため、ETC2.0データにて効果を確認

効果確認箇所の抽出根拠・整備効果の視点
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事故類型 対策内容 1巡目選定時と対策後の事故件数の推移※

追突

・LED法定外看板「追突注意」
・減速路面標示、路面標示「追突注意」

出会い頭

・法定外看板
「出入り車両注意」

右折時

・法定外看板「対向車注意」
・右折指導線の設置
・導流帯の設置

4 1 .0
3 0 .5

0 .0

5 0 .0

1 0 0 .0

H 1 7 -H 2 0平均 H 2 5 -H 2 8平均

件/年

1 1 .3

6 .5

0 .0

1 0 .0

2 0 .0

H 1 7 -H 2 0平均 H 2 5 -H 2 8平均

件/年

1 3 .0

5 .8

0 .0

1 0 .0

2 0 .0

H 1 7 -H 2 0平均 H 2 5 -H 2 8平均

件/年

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点① 1巡目の対策箇所で効果確認～ 国管理道路

国管理道路における「事故類型別」の対策実施整備効果（対策後４年経過した箇所）

※：ITARDA交通事故データ(平成17年～平成28年、幹線道路（国道)）を集計。
選定時：平成17年～20年の年平均、対策後：平成25年～平成28年の年平均（平成24年までに対策が完了した箇所） 集計は、事故類型別(追突・出会い頭・右折時)に実施。

26％減

42％減

56％減

11

選定時 対策後

選定時 対策後

選定時 対策後



事故類型 対策内容 1巡目選定時と対策後の事故件数の推移※

追突

・法定外看板「追突注意」
・減速路面標示、路面標示「追突注意」
・カラー舗装

出会い頭

・交差点内誘導線の引き直し
・中央分離帯端部に点滅灯設置

右折時

・交差点内誘導線の引き直し

8 .0
5 .0

0 .0

1 0 .0

2 0 .0

H 1 7 -H 2 0平均 H 2 5 -H 2 8平均

件/年

6 .0

2 .8

0 .0

1 0 .0

2 0 .0

H 1 7 -H 2 0平均 H 2 5 -H 2 8平均

件/年

7 6 .5

5 4 .0

0 .0

5 0 .0

1 0 0 .0

H 1 7 -H 2 0平均 H 2 5 -H 2 8平均

件/年

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点① 1巡目の対策箇所で効果確認～ 県管理道路

県管理道路における「事故類型別」の対策実施整備効果（対策後４年経過した箇所）

※：ITARDA交通事故データ(平成17年～平成28年）を集計。
選定時：平成17年～20年の年平均、対策後：平成25年～平成28年の年平均（平成24年までに対策が完了した箇所） 集計は、対策箇所ごとの主な事故形態による分類について実施。

29％減

54％減

38％減
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選定時 対策後

選定時 対策後

選定時 対策後



145.26

239.02

群馬県平均

（交差点）

小八木町交差点

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～

①箇所概要と対策立案

国道17号 小八木町交差点（下り） ■着目事故類型と要因分析・対策立案

地図：NTT空間情報

高崎市

着目事故 発生要因 対策内容

追突事故

前方不注意による交差点の認知
遅れ

長い直線による速度超過 減速路面標示

対策方針

注意喚起

速度抑制

路面標示「追突注意」

注意喚起看板
「追突注意」

至

新
潟
県

至

東
京
都

下り

上り

■対策前の事故発生状況 対策前

追突事故：９件/４年

過年度対策箇所

小八木町交差点

■小八木町交差点の事故

群馬県平均の
約1.7倍

死傷事故率

件/億台キロ

死傷事故率

件/億台キロ

集計：平成23年～平成26年

資料：ITARDA交通事故データ（平成23年～平成26年）
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至 新潟県

至 東京都



②安全対策の実施状況

・減速ドットマークの設置による車両速度の抑制
・注意喚起看板「追突注意」や路面標示「追突注意」の設置による追突事故発生の抑制

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～

至

新
潟
県

至

東
京
都

写真④写真③

写真①

減速路面標示
路面標示(追突注意)

注意喚起看板
(追突注意)

対策後

小八木町交差点

写真②

国道17号 小八木町交差点（下り）

14



対策実施

2017年2月

③安全対策の整備効果検証

・減速ドットマークの設置、注意喚起看板・路面標示の設置により、追突事故発生を抑制
・急ブレーキ頻度が20～30％減少し、道路の安全性が向上

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240 250 260

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240 250 260

停⽌線
30ｍ 215ｍ

急挙動
（急ブレーキ
発生頻度）

2017年3月
N=5139台

急挙動
（急ブレーキ
発生頻度）

2017年1月
N=4260台

160ｍ

資料：ETC2.0プローブデータ 様式1-4 挙動履歴情報、様式2-4 DRM区間単位月平均情報件数 2017年1月・2017年3月

（m）

（m）

0ｍ

対策概略図

急挙動情報

①減速路面標示

②路面標示（追突注意） ③LED表示板（追突注意・走行注意）

急ブレーキ（前後加速度 -0.3Ｇ以下）の発生頻度の比較

260ｍ

進行方向

対策により流入部の急ブレーキ
発生頻度の減少が確認された

5.9
6.3

4.7

3.8

6.0

4.7

2.9 2.9

3.3

2.3

1.2 1.4 1.4
0.9 0.9 0.9 0.7 0.9
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前後加速度 [G]
：-0.3〜

前後加速度 [G]
：-0.3〜

至

新
潟
県

至

東
京
都

小八木町交差点

約２０％減

約３０％減

対策箇所

国道17号 小八木町交差点（下り）
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145.26

642.43

群馬県平均

（交差点）

千代田町一丁目

交差点

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～

①箇所概要と対策立案

国道17号 千代田町一丁目交差点(上り) ■着目事故類型と要因分析・対策立案

地図：NTT空間情報

前橋市

着目事故 発生要因 対策内容

追突事故
交通量が多くピーク時に渋滞する
ため、注意散漫になりやすい

減速路面標示

対策方針

速度抑制

至

新
潟
県

至

東
京
都

上り

下り

■対策前の事故発生状況 対策前

追突事故：２２件/４年

過年度対策箇所

千代田一丁目交差点

■千代田町一丁目交差点の事故

群馬県平均の
約4.4倍

死傷事故率

件/億台キロ

死傷事故率

件/億台キロ

集計：平成23年～平成26年

資料：ITARDA交通事故データ（平成23年～平成26年）
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至 新潟県

至 東京都



②安全対策の実施状況

・減速ドットマークの設置による車両速度の抑制、追突事故発生の抑制

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～

至

新
潟
県

至

東
京
都

千代田町一丁目交差点
千代田町二丁目交差点

写真②

①

減速路面標示

対策後

写真①

国道17号 千代田町一丁目交差点(上り)
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③安全対策の整備効果検証

・減速ドットマークの設置により、追突事故発生を抑制
・急ブレーキ頻度が30～40％減少し、道路の安全性が向上

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～
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急挙動
（急ブレーキ
発生頻度）

2017年3月
N=3970台

急挙動
（急ブレーキ
発生頻度）

2017年1月
N=2789台

（m）

（m）

0ｍ

対策概略図

急挙動情報

①減速路面標示

急ブレーキ（前後加速度 -0.3Ｇ以下）の発生頻度の比較

進行方向

資料：ETC2.0プローブデータ 様式1-4 挙動履歴情報、様式2-4 DRM区間単位月平均情報件数 2017年1月・2017年3月

前後加速度 [G]
：-0.3〜

前後加速度 [G]
：-0.3〜

至

新
潟
県

至

東
京
都

千代田町一丁目交差点 千代田町二丁目交差点

約３０％減 約４０％減

対策箇所

対策により流入部の急ブレーキ
発生頻度の減少が確認された

対策実施

2017年2月

国道17号 千代田町一丁目交差点(上り)
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45.30

168.49

群馬県平均

（単路）

みなかみ町永井

■対策前の事故発生状況

①箇所概要と対策立案

国道17号 みなかみ町永井（上り） ■着目事故類型と要因分析・対策立案

地図：NTT空間情報

みなかみ町

着目事故 発生要因 対策内容

正面衝突 長い下り坂勾配による速度超過 減速路面標示

対策方針

速度抑制

対策前

正面衝突事故：１件/４年

過年度対策箇所

至 東京都

至 新潟県

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～

■みなかみ町永井単路の事故

群馬県平均の
約3.7倍

死傷事故率

件/億台キロ

死傷事故率

件/億台キロ

集計：平成23年～平成26年
資料：ITARDA交通事故データ（平成23年～平成26年）
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至

東
京
都

至 新潟県



②安全対策の実施状況

・減速ドットマークの設置による車両速度の抑制、正面衝突事故発生の抑制

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～

至 新潟県

至

東
京
都

①

写真④

写真①

写真②

写真③

写真⑤

②

④

減
速
路
面
標
示

対策後

国道17号 みなかみ町永井（上り）
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③安全対策の整備効果検証

・減速路面標示の設置により、追突事故発生を抑制
・急ブレーキ頻度が約５５％減少し、道路の安全性が向上

３．事故ゼロプラン整備効果 ～視点② ２巡目の対策箇所で効果確認～
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450ｍ

急挙動
（急ブレーキ
発生頻度）

2017年7月
N=838台

急挙動
（急ブレーキ
発生頻度）

2017年5月
N=984台

（m）

（m）

0ｍ

対策概略図

急挙動情報

①減速路面標示

急ブレーキ（前後加速度 -0.3Ｇ以下）の発生頻度の比較

進行方向
270ｍ

資料：ETC2.0プローブデータ 様式1-4 挙動履歴情報、様式2-4 DRM区間単位月平均情報件数 2017年5月・2017年7月

前後加速度 [G]
：-0.3〜

前後加速度 [G]
：-0.3〜

至 新潟県

至

東
京
都

対策箇所

約55％減

対策実施

2017年6月

国道17号 みなかみ町永井（上り）
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主な成果

【着実な効果発現】
○事故類型上位３位｢追突｣｢出会い頭｣｢右折時｣の対策※実施により、事故件数は着実に減少

※：追突は、減速路面標示、路面標示｢追突注意｣、LED法定外看板｢追突注意｣、カラー舗装
出会い頭は、法定外看板｢出入り車両注意｣、交差点内誘導線の設置、中央分離帯端部に点滅灯設置
右折時は、法定外看板｢対向右折車注意｣、右折指導線の設置、導流帯の設置

【定量的な対策効果を確認】
○事故類型１位の｢追突｣、単路部での重大事故（正面衝突での死亡事故）に着
目したETC2.0による交通挙動の変化を整理し、対策後の急挙動回数が減少し
ていることを確認

３．事故ゼロプラン整備効果

今後の対応

【継続的な対策実施】
○事故発生箇所では、減速対策（減速路面標示、路面標示｢追突注意｣、LED法定外看板｢追突注意｣等）が効

果を発揮していることから継続的に実施することが有効

22



４．次回委員会について

○これまで、委員会では、幹線道路での自動車事故に着目し、事故ゼロプランによる対策箇所の
抽出、対策の実施、対策後の整備効果の報告を行ってきた。

○一方、交通事故の現状を見ると、幹線道路での事故は減少しているが、生活道路での事故が
減少しておらず、歩行中・自転車乗車中の死者数が多い状況にある。

23

資料：生活道路対策について～生活道路の交通安全の確保に向けた取組～ 国土交通省 道路局 環境安全・防災課 道路交通安全対策室

○群馬県内では近年、自転車に関連した痛ましい事故が起きている。

■近年、群馬県内で起きた自転車重大事故(2018年1月)

辺りに散らばったドアガラスの破片、大きくへこんだバンパー、ひ
しゃげた自転車のタイヤ。
始業式の朝に悲惨な事故は起きた。１月９日午前８時25分ご

ろ、自転車で登校していた市立前橋高の女子生徒２人が高齢者
の車にはねられて重体となり、１人は同月末に亡くなった。県警
は、運転していた80代の男を逮捕。男は昨秋の免許更新時の検
査で、認知機能の低下の恐れがあるとされていた。

資料：記事はhttps://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=
20180408-00010001-jomo-l10

■中高生の自転車事故、２年連続ワースト(2016年)

群馬県の中高生は、自転車事故に遭う確率が全国ワー
スト１位。群馬での自転車事故が多い要因は主に二つ考え
られるという。群馬は人口1,000人あたりの自家用車の保
有台数が671台(2015年）と全国トップ。
さらに、自転車通学の生徒が多いことも関係しているとみ

る。｢通学距離が長いため自転車通学が盛んになっている
のではないか｣と推測している。

資料：記事はhttps://mainichi.jp/articles/20170601/k00/00m/040/041000c、
表はhttps://www.jomo-news.co.jp/news/gunma/society/44472
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■１km当たりの事故件数は、全国より多く、
北関東３県の中で最も多い

資料：平成27年交通事故年報、平成27年道路統計年報より作成



４．次回委員会について

【次回委員会の予定（案）】

・群馬県における生活道路の事故対策の取組状況について

24

○今後は、生活道路の事故対策について考えていく必要がある。

<群馬県における生活道路の事故対策に関連した取組（例）>

○国土交通省
・生活道路対策について ～生活道路の交通安全の確保に向けた取組～

○群馬県
・「ストップ！自転車事故（高校生自転車事故防止のための指導資料）」

○群馬県・国土交通省・群馬県警など
・自転車のマナーアップ運動実施中
（毎月15日は自転車マナーアップデー、５月は運動強調月間）

・平成30年度 群馬県交通安全実施計画
（重点施策２ 生活道路・通学路の交通安全対策／交通安全対策、道路交通環境の整
備、交通安全教育の推進、交通指導・取締りの強化）

○群馬県警
・交通安全教育隊
（交通安全意識の高揚を図るため、参加・体験・実践型の交通安全教室を実施）

資料：http://www.pref.gunma.jp/03/x5000004.html

「ストップ！自転車事故（高校生自転車事故防止のための指導資料）」（抜粋）


